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◇「上尾市立小・中学校管理規則の一部を改正する規則」の概要 

 

１ 改正の理由 

 平成２７年度に県の勤務時間条例、規則等が改正され、勤務時間を弾力的に振

り分けることができる制度（いわゆるフレックス制）が運用開始された。しかし、

当時は、学校への導入は課題が多いとされ、学校への適用は見送られた。 

 令和５年人事院から令和７年４月からの勤務時間を弾力的に振り分けること

ができる制度（いわゆるフレックス制）の拡大が勧告されたことを受け、県では、

一般職員の勤務時間、休暇等に関する法律の一部改正（令和７年４月施行）が行

われた。改正内容としては、勤務時間の総量を維持した上で、週１日を限度に「勤

務時間を割り振らない日」を設定可能にし、勤務時間を弾力的に振り分けること

ができる制度（いわゆるフレックス制）の対象を育児・介護等職員以外の職員に

も拡大した。 

 このような状況の下、上尾市教育委員会では、令和７年度中に、上尾市立小・

中学校管理規則を一部改正し、市内小・中学校においても勤務時間を弾力的に振

り分けることができる制度（いわゆるフレックス制）を運用できるようにし、教

職員のワーク・ライフ・バランス及び働き方改革の推進を図るものである。 

 

２ 改正点 

 ⑴ 教職員からの申告を考慮して、勤務時間の割振りを可能にしたこと 

 ⑵ 一定期間において、あらかじめ定められた総勤務時間の範囲内で、日々の

始業・終業時刻や、勤務時間を調整できるようにしたこと 

 

３ 施行期日  令和７年１０月１日 
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◇勤務時間を弾力的に振り分けることができる制度（いわゆるフレックス制）について 
 
１ 現状及び課題について 
１ 週休日の振替について 
（１）現在の教職員の週休日及び勤務時間の割振りは、学校運営の必要に応じて校長が定

めている。 
（２）週休日に勤務を命ずる場合には、原則として１日を単位として勤務を命ずることと

し、やむを得ない場合に限り４時間の勤務時間の割振り変更を行うこととしている。 
（３）週休日の振替及び４時間の勤務時間の割振り変更は、原則として勤務を命ずること

になる日を含む週内で行うこととし、やむを得ない場合は、勤務を命ずることにな
る日を起算日として、前４週後１６週の期間で行うことができる。 

（４）休憩時間をはさんだ前後の勤務時間の差が４５分以内である場合には、当該休憩時

間の前後のいずれか一方の勤務時間の全てを割振り変更することにより、４時間の
割振り変更をしたものとみなす。 

（５）振替後の再振替はできない。つまり、週休日の振替を行った日に、改めて勤務を命
ずることはできない。 

（６）毎４週間につき、週休日が４日以上になること。 
（７）４時間の勤務時間の割振り変更を行った日を含めた勤務日が引き続き２４日を超え

ないこと。 
 
２ 勤務時間の割振り変更（いわゆる調整）について 
（１）やむを得ず７時間４５分を超えて勤務を命じた場合は、必ず勤務時間の割振り変更

を行うこと。 
（２）１日の勤務日において、勤務時間の割振り変更を行うことで、やむを得ず７時間４

５分を超えて勤務を命ずることができる用務は、校長があらかじめ命じたものに限
る。 

（３）勤務時間の割振り変更の対象用務とは、職員会議及び校務分掌に基づく会議用務、
教務用務、生徒指導用務、旅行命令による用務、その他学校運営上必要な用務とす
る。 

（４）７時間４５分を超えて勤務を命ずる場合には、原則として１時間を単位とすること。
ただし、学校運営の必要に応じて３０分単位でも差し支えない。 

（５）勤務を命ずる日を含む週又は翌週で調整を行うこととし、やむを得ない場合は、週
休日の振替期間を目安に調整を行うことができること。 

 

３ 泊を伴う行事における勤務時間の割振り変更について 

（１）泊を伴う勤務を命じるにあたっては、あらかじめ個々に勤務時間の割振りを行い、

本来の勤務時間を超過した分については勤務時間の割振りを行う。この場合、「週休

日等の割振り変更簿（調整）」に記入する。なお、勤務時間の割振りを行うにあたっ

ては、教員の健康に十分留意すること。 

（２）泊を伴う行事の生徒引率業務において、児童生徒の起床（※１）から正規の勤務時

間開始時刻まで及び正規の勤務時間終了時刻から児童生徒の就寝（※２）までの間

で、あらかじめ教員に業務が割り振られた時間について、勤務時間の割振り変更をし

て、調整の対象とする。 

（３）児童生徒の起床（※１）前、就寝（※２）後であっても、あらかじめ業務が割り振

られている時間については、勤務時間の割振り変更をして、調整の対象とする。 

（４）校内合宿においても同様とする。 
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6:30 8:30 17:00 22:00 

※１ 行事の初日にあっては「児童生徒の集合」 

※２ 行事の末日にあっては「児童生徒の解散」 

      起床                                                   就寝 

 

② ① 正規の勤務時間（休憩時間を含む） ① ② 

                           ７時間４５分（＋４５分） 

 

 

           ①この間において、あらかじめ引率に伴う 

            業務が割り振られた時間帯が調整の対象 

 

 

           ②この間においても、あらかじめ引率に伴う 

            業務が割り振られた時間帯は調整の対象 

 

（注）ただし、①及び②のうち、あらかじめ引率に伴う業務が割り振られていない時間帯

において、緊急にやむを得ず業務を命じなければならない場合は、義務教育諸学

校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例第７条第２項第２号に該

当する時間外勤務である。 

 

４ 勤務時間の割振り変更（いわゆる調整）の例 

（１）１日の勤務日に７時間４５分を超えて勤務を命じたことによる調整を、数日分まと

めて行うことは差し支えない。 

 

 

 

 

 

 

（２）職務専念義務の免除（事由は問わない）と併せて調整し、１日勤務しないことは差

し支えない。 

 

 

（３）フルタイム職員の場合、半日年次休暇、半日夏季休暇又は半日ボランティア休暇（休

憩時間を挟んだ前後の勤務時間の差が４５分を超える学校においては、４時間年次休

暇、４時間夏季休暇又は４時間ボランティア休暇）と併せて１日勤務しないことは差

し支えない。 
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（４）フルタイム職員の場合、時間単位（２時間以上）の年次休暇及び特別休暇（通勤緩

和休暇及び育児休暇を除く）と併せて調整し、１日勤務しないことは差し支えない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 特別休暇は、学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例第１５条及び学校職員の勤務

時間、休暇等に関する規則第１２条に定める休暇であり、同条例第１２条のとおり、

年次休暇、病気休暇、組合休暇、介護休暇及び介護時間は含まれない。 

（特別休暇の例：子育て休暇、家族看護休暇、男性職員の育児参加のための休暇 等） 

 特別休暇に関する詳細は、年度当初に発出する「市町村立学校職員の休暇等の案内

について（通知）」を参照すること。（令和７年度については、令和７年４月４日付け

上教学第２０号で通知しております。） 

＊ 特別休暇のうち通勤緩和休暇及び育児休暇は、勤務を前提とする休暇であるため、併

せて調整し、１日勤務しないことはできない（以下同様）。 

 

（５）短時間勤務職員の場合、１日の勤務時間が７時間４５分ではない勤務日においては

時間単位の年次休暇及び特別休暇（通勤緩和休暇及び育児休暇を除く）と併せて調整

し、１日勤務しないことは差し支えない。ただし、この場合の年次休暇及び特別休暇

（通勤緩和休暇及び育児休暇を除く）の時間単位については、１日の勤務時間が２時

間５０分の場合１時間以上、１日の勤務時間が２時間５０分を超える場合２時間以上

とする。 

 

 

（６）調整４時間を４時間の勤務時間の割振り変更に準じて行い、半日承認研修（休憩時

間を挟んだ前後の勤務時間の差が４５分を超える学校においては、４時間承認研修）

と併せて１日学校で勤務しないことは差し支えない。 

 

 

 
5



（７）１日の勤務時間の全てを調整の対象として、１日勤務しないことはできない。 

 

 

 

（８）４時間の勤務時間の割振り変更を行った日の勤務すべき時間をすべて調整し、１

日勤務しないことはできない。 

 

 

 

（９）週休日に勤務を命ずることとなった日に調整することはできない。 

 

５ 課題 
（１）現行では、上記内容に沿って割振り変更を実施しているのみであり、勤務開始時刻

をずらすなどの勤務時間を弾力的に振り分けることができる弾力的な制度運用が成
されていない。 

（２）現在、市内小・中学校では、８時１５分出勤、１６時４５分退勤となっている。し
かし、生徒指導、部活動など、勤務時間内でおさまらない業務もあり、教職員のワ
ーク・ライフ・バランス及び働き方改革の推進に支障が発生している。 

 
２ 検討の方針について 

令和５年人事院から令和７年４月からの勤務時間を弾力的に振り分けることができる 

制度（いわゆるフレックス制）の拡大が勧告されたことを受け、県では、一般職員の勤
務時間、休暇等に関する法律の一部改正（令和７年４月施行）が行われた。 
 このことを受け、上尾市教育委員会では、上尾市小・中学校管理規則を一部改定し、教 
職員の申告を考慮して、勤務時間を割振る制度及び一定期間において、あらかじめ定め 
られた総勤務時間の範囲内で、日々の始業・終業時刻や勤務時間を調整できるようにし、 
教職員のワーク・ライフ・バランス及び働き方改革の推進を図りたい。ただし、勤務時間 
を弾力的に振り分けることができる制度（いわゆるフレックス制）については、校長は、 
校務の正常な運営に支障がないと認められる場合において認めることとする。 

 
３ 勤務時間を弾力的に振り分けることができる制度（いわゆるフレックス制）が導入さ

れることに対する対応について 

（１）勤務時間の割振り例 
  ア １日の勤務時間は変更せず、始業時刻及び終業時刻のみ変更する場合 
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  イ １週間の中で勤務時間を弾力的に割り振る場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
ウ 週休日のほかに勤務時間を割り振らない日を設ける場合 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
（２）コアタイム（全員が勤務しなければならない時間帯）の設定について 
  月曜日から金曜日までの９時００分から１６時００分まで（休憩時間を除く）のうち、

２時間から４時間までの間で校長が定める時間とする。 
 
（３）フレキシブルタイム（勤務時間を割り振ることができる時間帯）について 
  始業時刻は５時００分以後、終業時刻は２２時００分以前とする。 
 

（４）休憩時間について 
  校務の正常な運営に支障がないと認められる場合には、校長は教職員の申告を考慮し

て、変更前の休憩時間以外の時間に休憩時間を設定することができる。（休憩時間だけの
変更も可）ただし、８時間を超える勤務時間を割り振る日は、休憩時間は６０分与えな
ければならない。 

 
（５）１日の最短勤務時間数と最長勤務時間数について 
  １日の最短勤務時間数は、２時間から４時間までの間で校長が定める時間とする。ま

た、最長勤務時間数（勤務時間数の上限）は、設定しない。 
 
（６）１日の勤務時間の単位について 

  １日の勤務時間は、１５分を単位（正規の勤務時間の始業・終業時刻を基準として前
後１５分を単位）とする。 
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（勤務時間例） 

○ ８時３０分勤務開始 １７時００分勤務終了 
○ ８時４５分勤務開始 １７時１５分勤務終了 
○ ９時００分勤務開始 １７時３０分勤務終了 

 × ８時２５分勤務開始 １６時５５分勤務終了 
 × ８時５０分勤務開始 １７時２０分勤務終了 
 × ９時１０分勤務開始 １７時４０分勤務終了 
 
（７）申請方法 
  希望する教職員が「申告・割振り簿」に必要事項を記入した上で校長に申請する。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 今後のスケジュールについて 

（１）９月定例教育委員会に議案提出 
（２）議決後、速やかに各学校に通知し、１０月１日から運用開始とする。 
 

（正規の勤務時間８時１５分から
１５分単位で設定していないため） 

 

 

所属 氏名

勤務時間数
休憩時間を除く※

  時間  分

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

小 計

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

小 計

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

小 計

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

： ～ ： : ： ～ ：

小 計

合 計

「申告･割振り」欄のうち、上段は｢申告｣欄とし、下段は｢割振り｣欄とする。
週休日とする日の勤務時間数欄には、「00:00」と記入する。

年月日

申告・割振り

割振りの後の変更の申告・割振り

備  考割振り年月日 :令和　年   月   日

始業の時刻 終業の時刻 始業の時刻 終業の時刻
勤務時間数

休憩時間を除く※

申告･割振り
 年  月  日

休憩時間 休憩時間

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

時間      分

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

時間      分

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : :

時間      分

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

: : :  ．   ．

: : : : :  ．   ．

  時  分   時  分   時  分   時  分   時間  分 　年  月  日

時間      分

: : : : :  ．   ．

: : : :

: :

様式第１号

申告・割振り簿

:

時間      分

: : : : :  ．   ．

 ．   ．

: : :  ．   ．

: :

○○小学校

（単位期間      週間）

申告年月日   :令和　年   月   日

時　分 時　分 時　分 時　分

: : : : :  ．   ．

: :  ．   ．

: : :
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◇「上尾市立小・中学校職員服務規程の一部を改正する規則」の概要 

 

１ 改正の理由 

（１）令和２年度から随時、業務効率化などの働き方改革の観点から、上尾市立

小・中学校職員の出勤、休暇などの服務に係る管理が一部、紙媒体から電子

媒体に移行している。このことを受け、上尾市教育委員会においては、教職

員の服務を適切に管理できるように、紙媒体から電子媒体へ移行した内容

について、上尾市立小・中学校職員服務規程を一部改正するものである。 

（２）令和５年人事院から令和７年４月からの勤務時間を弾力的に振り分ける

ことができる制度（いわゆるフレックス制）の拡大が勧告されたことを受け、

県では、一般職員の勤務時間、休暇等に関する法律の一部改正（令和７年４

月施行）が行われた。改正内容としては、勤務時間の総量を維持した上で、

週１日を限度に「勤務時間を割り振らない日」を設定可能にし、勤務時間を

弾力的に振り分けることができる制度（いわゆるフレックス制）の対象を育

児・介護等職員以外の職員にも拡大した。 

その内容において、「病気休暇の承認に当たり、医師の証明書等が必要な

連続する８日以上の期間の病気休暇において、要勤務日を算定する際に『週

休日のほかに設ける勤務時間を割り振らない日』を除外する期間に加える。」

内容が追加されたため、上尾市立小・中学校職員服務規程を一部改正するも

のである。 

 

２ 改正点 

 ⑴ 出勤簿への押印、職務専念義務免除願、年次休暇簿、特別休暇願（産前産

後休暇を除く）が電子承認へ移行したこと。 

 ⑵ ⑴の変更に伴い、出勤簿、職務専念義務免除願、年次休暇簿、特別休暇願

（産前産後休暇を除く）の各様式が不要となったこと。 

 ⑶ 病気休暇の承認に当たり、医師の証明書等が必要な連続する８日以上の

期間の病気休暇において、要勤務日を算定する際に『週休日のほかに設け

る勤務時間を割り振らない日』を除外する期間に加えたこと。 

 

３ 施行期日  令和７年１０月１日 
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◇
上
尾
市
立
小
・
中
学
校
職
員
服
務
規
程
（
昭
和
３
２
年
１
０
月
８
日
教
育
委
員
会
規
則
第
４
号
）

 
新
旧
対
照
表

 
 

改
正
前
（
 
 
改
正
部
分
）
 

改
正
後
（

 
太
字
 
改
正
部
分
）
 

 （
出
勤
）
 

第
７
条
 
職
員
は
、
校
長
の
定
め
る
執
務
開
始
時
刻
ま
で
に
出
勤
し
、
直
ち
に
所
定
の
出
勤
 

簿
に
自
ら
押
印
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
及
び
３

 
略
 

（
職
務
専
念
）
 

第
８
条
 
職
員
は
、
法
律
又
は
条
例
に
特
別
の
定
め
が
あ
る
場
合
の
ほ
か
、
そ
の
勤
務
時
間

及
び
勤
務
上
の
注
意
力
の
す
べ
て
を
、
そ
の
職
責
遂
行
の
た
め
に
の
み
用
い
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
略
 

３
 
職
員
は
、
学
校
職
員
の
職
務
に
専
念
す
る
義
務
の
特
例
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
３
０
年
 

上
尾
市
条
例
第
２
８
号
）
に
基
づ
き
、
職
務
に
専
念
す
る
義
務
の
免
除
に
つ
い
て
、
承
認
 

を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
第
１
号
様
式
の
３
に
よ
る
職
務
専
念
義
務
免
除
願
を
も
っ
 

て
、
教
育
長
に
願
い
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
休
暇
）
 

第
１
０
条

 
職
員
が
、
学
校
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
暇
等
に
関
す
る
条
例
（
平
成
７
年
埼
玉

県
条
例
第
２
８
号
。
以
下
「
条
例
」
と
い
う
。）

第
１
３
条
に
規
定
す
る
年
次
休
暇

又
は
学
校
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
暇
等
に
関
す
る
規
則
（
平
成
７
年
埼
玉
県
教
育

委
員
会
規
則
第
９
号
。
以
下
「
勤
務
時
間
等
規
則
」
と
い
う
。）

第
１
２
条
第
１
項

第
１
号
本
文
に
規
定
す
る
休
暇
（
以
下
「
産
前
産
後
の
休
暇
」
と
い
う
。）

を
受
け

よ
う
と
す
る
と
き
は
、
年
次
休
暇
に
つ
い
て
は
第
２
号
様
式
に
よ
る
年
次
休
暇
簿
、

産
前
産
後
の
休
暇
に
つ
い
て
は
第
２
号
様
式
の
２
に
よ
る
休
暇
届
を
も
っ
て
、
校

長
に
あ
っ
て
は
教
育
長
に
、
そ
の
他
の
職
員
に
あ
っ
て
は
校
長
に
、
そ
れ
ぞ
れ
届

け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
職
員
が
、
条
例
第
１
５
条
に
規
定
す
る
特
別
休
暇
（
産
前
産
後
の
休
暇
を
除
く
。）

を
受

け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
第
２
号
様
式
の
３
に
よ
る
休
暇
願
を
も
っ
て
、
校
長
に
あ
っ
て

は
教
育
長
に
、
そ
の
他
の
職
員
に
あ
っ
て
は
校
長
に
、
そ
れ
ぞ
れ
願
い
出
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
た
だ
し
、
勤
務
校
内
に
お
い
て
全
血
献
血
を
す
る
た
め
勤
務
時
間
等
規
則
第
１
２

条
第
１
項
第
２
１
号
に
規
定
す
る
休
暇
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
口
頭
に
よ
り
願
い

出
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

３
 
職
員
が
、
条
例
及
び
勤
務
時
間
等
規
則
の
規
定
に
基
づ
き
、
病
気
休
暇
を
受
け
よ
う
と

す
る
と
き
は
、
病
気
休
暇
簿
（
第
２
号
様
式
の
４
）
を
も
っ
て
、
校
長
に
あ
っ
て
は
教
育

 （
出
勤
）
 

第
７
条

 
職
員
は
、
校
長
の
定
め
る
執
務
開
始
時
刻
ま
で
に
出
勤
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
。
 

２
及
び
３
 
略
 

（
職
務
専
念
）
 

第
８
条
 
職
員
は
、
法
律
又
は
条
例
に
特
別
の
定
め
が
あ
る
場
合
の
ほ
か
、
そ
の
勤
務
時
間

及
び
勤
務
上
の
注
意
力
の
全
て

 
を
、
そ
の
職
責
遂
行
の
た
め
に
の
み
用
い
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
略
 

３
 
職
員
は
、
学
校
職
員
の
職
務
に
専
念
す
る
義
務
の
特
例
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
３
０
年

上
尾
市
条
例
第
２
８
号
）
に
基
づ
き
、
職
務
に
専
念
す
る
義
務
の
免
除
に
つ
い
て
、
承
認

を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
勤
務
管
理
シ
ス
テ
ム
に
よ
り
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

、
教
育
長
に
願
い
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
休
暇
）
 

第
１
０
条

 
職
員
が
、
学
校
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
暇
等
に
関
す
る
条
例
（
平
成
７
年
埼
玉

県
条
例
第
２
８
号
。
以
下
「
条
例
」
と
い
う
。）

第
１
３
条
に
規
定
す
る
年
次
休
暇

又
は
学
校
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
暇
等
に
関
す
る
規
則
（
平
成
７
年
埼
玉
県
教
育

委
員
会
規
則
第
９
号
。
以
下
「
勤
務
時
間
等
規
則
」
と
い
う
。）

第
１
２
条
第
１
項

第
１
号
本
文
に
規
定
す
る
休
暇
（
以
下
「
産
前
産
後
の
休
暇
」
と
い
う
。）

を
受
け

よ
う
と
す
る
と
き
は
、
年
次
休
暇
に
つ
い
て
は
勤
務
管
理
シ
ス
テ
ム
に
よ
り

 
 
、

産
前
産
後
の
休
暇
に
つ
い
て
は
第
２
号
様
式

 
 
に
よ
る
休
暇
届
を
も
っ
て
、
校

長
に
あ
っ
て
は
教
育
長
に
、
そ
の
他
の
職
員
に
あ
っ
て
は
校
長
に
、
そ
れ
ぞ
れ
届

け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
職
員
が
、
条
例
第
１
５
条
に
規
定
す
る
特
別
休
暇
（
産
前
産
後
の
休
暇
を
除
く
。）

を
受

け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
勤
務
管
理
シ
ス
テ
ム
に
よ
り
 
 
 
 
 
 
、
校
長
に
あ
っ
て

は
教
育
長
に
、
そ
の
他
の
職
員
に
あ
っ
て
は
校
長
に
、
そ
れ
ぞ
れ
願
い
出
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
た
だ
し
、
勤
務
校
内
に
お
い
て
全
血
献
血
を
す
る
た
め
勤
務
時
間
等
規
則
第
１
２

条
第
１
項
第
２
２
号
に
規
定
す
る
休
暇
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
口
頭
に
よ
り
願
い

出
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

３
 
職
員
が
、
条
例
及
び
勤
務
時
間
等
規
則
の
規
定
に
基
づ
き
、
病
気
休
暇
を
受
け
よ
う
と

す
る
と
き
は
、
第
２
号
様
式
の
２
に
よ
る
病
気
休
暇
簿
を
も
っ
て
、
校
長
に
あ
っ
て
は
教

10



長
に
、
そ
の
他
の
職
員
に
あ
っ
て
は
校
長
に
、
そ
れ
ぞ
れ
願
い
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

４
 
職
員
が
、
次
に
掲
げ
る
病
気
休
暇
の
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
前
項
の
規
定

に
よ
る
願
出
の
際
、
医
師
の
証
明
書
そ
の
他
勤
務
し
な
い
事
由
を
十
分
に
明
ら
か
に
す
る

証
明
書
類
を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
１
）
連
続
す
る
８
日
以
上
の
期
間
の
病
気
休
暇
（
当
該
期
間
に
お
け
る
週
休

日
 
 
 
 
 
 
 
 
 
、
時
間
外
勤
務
代
休
時
間
全
指
定
日
（
勤
務
時
間
等
規
則
第

10

条
第
１
項
に
規
定
す
る
時
間
外
勤
務
代
休
時
間
）
全
指
定
日
を
い
う
。）
、
学
校
職
員
の
休

日
及
び
学
校
職
員
の
休
日
の
代
休
日
以
外
の
日
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
要
勤
務
日
」

と
い
う
。）

の
日
数
が
３
日
以
下
で
あ
る
も
の
を
除
く
。）

 

（
２
）
略
 

５
 
略
 

６
 
職
員
が
、
勤
務
時
間
等
規
則
第
１
２
条
第
１
項
第
８
号
に
規
定
す
る
休
暇
を
受
け
よ
う

と
す
る
と
き
は
、
第
２
項
の
規
定
に
よ
る
願
い
出
の
際
、
第
２
号
様
式
の
５
に
よ
る
要
介

護
者
の
状
態
等
申
出
書
を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

７
 
職
員
が
、
勤
務
時
間
等
規
則
第
１
２
条
第
１
項
第
２
４
号
に
規
定
す
る
休
暇
を
受
け
よ

う
と
す
る
と
き
は
、
第
２
項
の
規
定
に
よ
る
願
い
出
の
際
、
第
２
号
様
式
の
６
に
よ
る
ボ

ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
計
画
書
を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

８
～
１
０

 
略
 

（
願
出
 
及
び
届
出
の
特
例
）
 

第
１
３
条

 
職
員
は
、
病
気
、
災
害
そ
の
他
や
む
を
得
な
い
事
情
の
た
め
、
あ
ら
か
じ
め
第

１
０
条
及
び
第
１
１
条
に
規
定
す
る
願
出
 
又
は
届
出
が
で
き
な
い
場
合
に
は
、

と
り
あ
え
ず
適
宜
の
方
法
で
連
絡
の
上
、
事
後
速
や
か
に
書
類
を
も
っ
て
当
該
願

出
 
又
は
届
出
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

（
休
職
）
 

第
１
５
条

 
略
 

２
 
前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
同
項
第
１
号
の
規
定
に
該
当
し
休
職
を
願
い
出
よ
う
と
す
る

職
員
は
、
休
職
願
 
 
に
埼
玉
県
教
育
委
員
会
の
あ
ら
か
じ
め
指
定
す
る
１
人
以
上
の
医

師
の
診
断
書
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
復
職
）
 

第
１
６
条

 
略
 

２
 
前
項
の
場
合
に
お
い
て
、心

身
の
故
障
の
た
め
休
職
と
な
っ
た
職
員
は
、
復
職
願
 
 
に

埼
玉
県
教
育
委
員
会
の
あ
ら
か
じ
め
指
定
す
る
１
人
以
上
の
医
師
の
診
断
書
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
病
状
報
告
）
 

第
１
７
条

 
職
員
は
、
心
身
の
故
障
の
た
め
、
休
職
と
な
っ
た
と
き
は
、
３
月
毎
に
 
医
師

育
長
に
、
そ
の
他
の
職
員
に
あ
っ
て
は
校
長
に
、
そ
れ
ぞ
れ
願
い
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４
 
職
員
が
、
次
に
掲
げ
る
病
気
休
暇
の
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
前
項
の
規
定

に
よ
る
願
い
出
の
際
、
医
師
の
証
明
書
そ
の
他
勤
務
し
な
い
事
由
を
十
分
に
明
ら
か
に
す

る
証
明
書
類
を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
１
）
連
続
す
る
８
日
以
上
の
期
間
の
病
気
休
暇
（
当
該
期
間
に
お
け
る
週
休
日
、
週
休
日

の
ほ
か
に
設
け
る
勤
務
時
間
を
割
り
振
ら
な
い
日
、
時
間
外
勤
務
代
休
時
間
全
指
定
日
（
勤

務
時
間
等
規
則
第

10
条
第
１
項
に
規
定
す
る
時
間
外
勤
務
代
休
時
間
）
全
指
定
日
を
い

う
。）
、
学
校
職
員
の
休
日
及
び
学
校
職
員
の
休
日
の
代
休
日
以
外
の
日
（
以
下
こ
の
項
に

お
い
て
「
要
勤
務
日
」
と
い
う
。）

の
日
数
が
３
日
以
下
で
あ
る
も
の
を
除
く
。）

 

（
２
）
 

５
 
略
 

６
 
職
員
が
、
勤
務
時
間
等
規
則
第
１
２
条
第
１
項
第
８
号
に
規
定
す
る
休
暇
を
受
け
よ
う

と
す
る
と
き
は
、
第
２
項
の
規
定
に
よ
る
願
い
出
の
際
、
第
２
号
様
式
の
３
に
よ
る
要
介

護
者
の
状
態
等
申
出
書
を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

７
 
職
員
が
、
勤
務
時
間
等
規
則
第
１
２
条
第
１
項
第
２
５
号
に
規
定
す
る
休
暇
を
受
け
よ

う
と
す
る
と
き
は
、
第
２
項
の
規
定
に
よ
る
願
い
出
の
際
、
第
２
号
様
式
の
４
に
よ
る
ボ

ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
計
画
書
を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

８
～
１
０
 
略
 

（
願
い
出
及
び
届
出
の
特
例
）
 

第
１
３
条

 
職
員
は
、
病
気
、
災
害
そ
の
他
や
む
を
得
な
い
事
情
の
た
め
、
あ
ら
か
じ
め
第

１
０
条
及
び
第
１
１
条
に
規
定
す
る
願
い
出
又
は
届
出
が
で
き
な
い
場
合
に
は
、

と
り
あ
え
ず
適
宜
の
方
法
で
連
絡
の
上
、
事
後
速
や
か
に
書
類
を
も
っ
て
当
該
願

い
出
又
は
届
出
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

（
休
職
）
 

第
１
５
条
 
略
 

２
 
前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
同
項
第
１
号
の
規
定
に
該
当
し
休
職
を
願
い
出
よ
う
と
す
る

職
員
は
、
当
該
休
職
願
に
埼
玉
県
教
育
委
員
会
の
あ
ら
か
じ
め
指
定
す
る
１
人
以
上
の
医

師
の
診
断
書
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
復
職
）
 

第
１
６
条
 
略
 

２
 
前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
心
身
の
故
障
の
た
め
休
職
と
な
っ
た
職
員
は
、
当
該
復
職
願

 
 

に
埼
玉
県
教
育
委
員
会
の
あ
ら
か
じ
め
指
定
す
る
１
人
以
上
の
医
師
の
診
断
書
を
添
付
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
病
状
報
告
）
 

第
１
７
条

 
職
員
は
、
心
身
の
故
障
の
た
め
、
休
職
と
な
っ
た
と
き
は
、
３
月
ご
と
に
医
師
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の
診
断
書
を
添
え
て
、
病
状
を
教
育
委
員
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
修
学
部
分
休
業
の
承
認
申
請
）
 

第
１
７
条
の
７

 
職
員
は
、
地
方
公
務
員
法
（
昭
和
２
５
年
法
律
第
２
６
１
号
）
第
２
６
条

の
２
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
修
学
部
分
休
業
の
承
認
の
申
請
を
し
よ
う
と
す

る
と
き
は
、
原
則
と
し
て
当
該
修
学
部
分
休
業
を
し
よ
う
と
す
る
期
間
の
始

ま
る
日
の
１
月
前
ま
で
に
、
修
学
部
分
休
業
承
認
申
請
書
（
第
７
号
様
式
の

１
０
）
 
を
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
略
 

（
修
学
状
況
変
更
届
）
 

第
１
７
条
の
８

 
修
学
部
分
休
業
を
し
て
い
る
職
員
は
、
当
該
修
学
部
分
休
業
に
係
る
教
育

施
設
の
課
程
を
退
学
し
、
又
は
休
学
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
修
学
状
況

変
更
届
（
第
７
号
様
式
の
１
１
）
 
 
を
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
 

２
 
略
 

（
修
学
部
分
休
業
取
消
申
請
書
）
 

第
１
７
条
の
９

 
修
学
部
分
休
業
を
し
て
い
る
職
員
は
、
現
に
承
認
を
受
け
て
い
る
修
学
部

分
休
業
の
期
間
の
一
部
に
つ
い
て
取
消
し
を
申
請
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、

あ
ら
か
じ
め
修
学
部
分
休
業
取
消
申
請
書
（
第
７
号
様
式
の
１
２
）
 
 
を

教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
高
齢
者
部
分
休
業
の
承
認
申
請
）
 

第
１
７
条
の
１
０
 
職
員
は
、
地
方
公
務
員
法
第
２
６
条
の
３
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
高
齢

者
部
分
休
業
の
承
認
の
申
請
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
教
育
長
が
別
に

定
め
る
日
ま
で
に
、
高
齢
者
部
分
休
業
承
認
申
請
書
（
第
７
号
様
式
の
１

３
）
 
 
を
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
略
 

（
高
齢
者
部
分
休
業
の
変
更
承
認
等
申
請
）
 

第
１
７
条
の
１
１
 
高
齢
者
部
分
休
業
を
し
て
い
る
職
員
は
、
現
に
承
認
を
受
け
て
い
る
高

齢
者
部
分
休
業
の
一
部
を
変
更
し
、
又
は
取
消
し
を
し
よ
う
と
す
る
と
き

は
、
高
齢
者
部
分
休
業
変
更
承
認
等
申
請
書
（
第
７
号
様
式
の
１
４
）
 
 

を
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
略
 

（
自
己
啓
発
等
休
業
の
承
認
申
請
）
 

第
１
７
条
の
１
２
 
職
員
は
、
職
員
の
自
己
啓
発
等
休
業
に
関
す
る
条
例
（
平
成
２
３
年
埼

玉
県
条
例
第
１
０
号
。
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
「
自
己
啓
発
等

休
業
条
例
」
と
い
う
。
）
第
２
条
の
規
定
に
よ
り
自
己
啓
発
等
休
業
の
承

の
診
断
書
を
添
え
て
、
病
状
を
教
育
委
員
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
修
学
部
分
休
業
の
承
認
申
請
）
 

第
１
７
条
の
７

 
職
員
は
、
地
方
公
務
員
法
（
昭
和
２
５
年
法
律
第
２
６
１
号
）
第
２
６
条

の
２
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
修
学
部
分
休
業
の
承
認
の
申
請
を
し
よ
う
と
す

る
と
き
は
、
原
則
と
し
て
当
該
修
学
部
分
休
業
を
し
よ
う
と
す
る
期
間
の
始

ま
る
日
の
１
月
前
ま
で
に
、
第
７
号
様
式
の
１
０
に
よ
る
修
学
部
分
休
業
承

認
申
請
書
を
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
略
 

（
修
学
状
況
変
更
届
）
 

第
１
７
条
の
８

 
修
学
部
分
休
業
を
し
て
い
る
職
員
は
、
当
該
修
学
部
分
休
業
に
係
る
教
育

施
設
の
課
程
を
退
学
し
、
又
は
休
学
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
第
７
号
様

式
の
１
１
に
よ
る
修
学
状
況
変
更
届
を
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
 

２
 
略
 

（
修
学
部
分
休
業
取
消
申
請
書
）
 

第
１
７
条
の
９

 
修
学
部
分
休
業
を
し
て
い
る
職
員
は
、
現
に
承
認
を
受
け
て
い
る
修
学
部

分
休
業
の
期
間
の
一
部
に
つ
い
て
取
消
し
を
申
請
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、

あ
ら
か
じ
め
第
７
号
様
式
の
１
２
に
よ
る
修
学
部
分
休
業
取
消
申
請
書
を
教

育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
高
齢
者
部
分
休
業
の
承
認
申
請
）
 

第
１
７
条
の
１
０

 
職
員
は
、
地
方
公
務
員
法
第
２
６
条
の
３
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
高
齢

者
部
分
休
業
の
承
認
の
申
請
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
教
育
長
が
別
に

定
め
る
日
ま
で
に
、
第
７
号
様
式
の
１
３
に
よ
る
高
齢
者
部
分
休
業
承
認

申
請
書
を
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
略
 

（
高
齢
者
部
分
休
業
の
変
更
承
認
等
申
請
）
 

第
１
７
条
の
１
１

 
高
齢
者
部
分
休
業
を
し
て
い
る
職
員
は
、
現
に
承
認
を
受
け
て
い
る
高

齢
者
部
分
休
業
の
一
部
を
変
更
し
、
又
は
取
消
し
を
し
よ
う
と
す
る
と
き

は
、
第
７
号
様
式
の
１
４
に
よ
る
高
齢
者
部
分
休
業
変
更
承
認
等
申
請
書

を
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
略
 

（
自
己
啓
発
等
休
業
の
承
認
申
請
）
 

第
１
７
条
の
１
２

 
職
員
は
、
職
員
の
自
己
啓
発
等
休
業
に
関
す
る
条
例
（
平
成
２
３
年
埼

玉
県
条
例
第
１
０
号
。
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
「
自
己
啓
発
等

休
業
条
例
」
と
い
う
。
）
第
２
条
の
規
定
に
よ
り
自
己
啓
発
等
休
業
の
承
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認
の
申
請
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
原
則
と
し
て
当
該
自
己
啓
発
等
休
業

を
し
よ
う
と
す
る
期
間
の
始
ま
る
日
の
１
月
前
ま
で
に
、
自
己
啓
発
等
休

業
条
例
第
７
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
自
己
啓
発
等
休
業
の
期
間
の
延
長

の
申
請
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
原
則
と
し
て
現
に
承
認
を
受
け
て
い
る

自
己
啓
発
等
休
業
の
期
間
の
満
了
す
る
日
の
１
月
前
ま
で
に
、
自
己
啓
発

等
休
業
承
認
申
請
書
（
第
７
号
様
式
の
１
５
）
 
 
を
教
育
委
員
会
に
提

出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
略
 

（
自
己
啓
発
等
休
業
状
況
報
告
書
）
 

第
１
７
条
の
１
３
 
職
員
は
、
自
己
啓
発
等
休
業
条
例
第
９
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
大
学

等
課
程
の
履
修
又
は
国
際
貢
献
活
動
の
状
況
に
つ
い
て
報
告
し
よ
う
と
す

る
と
き
は
、
自
己
啓
発
等
休
業
状
況
報
告
書
（
第
７
号
様
式
の
１
６
）
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

を
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
略
 

（
配
偶
者
同
行
休
業
の
承
認
申
請
）
 

第
１
７
条
の
１
４
 
職
員
は
、
職
員
の
配
偶
者
同
行
休
業
に
関
す
る
条
例
（
平
成
２
６
年
埼

玉
県
条
例
第
３
７
号
。
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
「
配
偶
者
同
行

休
業
」
と
い
う
。
）
第
２
条
の
規
定
に
よ
り
配
偶
者
同
行
休
業
の
承
認
の

申
請
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
原
則
と
し
て
当
該
配
偶
者
同
行
休
業
を
し

よ
う
と
す
る
期
間
の
始
ま
る
日
の
１
月
前
ま
で
に
、
配
偶
者
同
行
休
業
条

例
第
６
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
配
偶
者
同
行
休
業
の
期
間
の
延
長
の
申

請
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
原
則
と
し
て
現
に
承
認
を
受
け
て
い
る
配
偶

者
同
行
休
業
の
期
間
の
満
了
す
る
日
の
１
月
前
ま
で
に
、
配
偶
者
同
行
休

業
承
認
申
請
書
（
第
７
号
様
式
の
１
７
）
 
 
を
教
育
委
員
会
に
提
出
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
配
偶
者
同
行
休
業
状
況
報
告
書
）
 

第
１
７
条
の
１
５
 
職
員
は
、
配
偶
者
同
行
休
業
条
例
第
８
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
配
偶

者
同
行
休
業
に
係
る
状
況
に
つ
い
て
報
告
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
配
偶

者
同
行
休
業
状
況
報
告
書
（
第
７
号
様
式
の
１
８
）
 
 
を
教
育
委
員
会

に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
氏
名
、
住
所
等
の
変
更
）
 

第
２
０
条

 
職
員
は
、
氏
名
、
住
所
等
を
変
更
し
た
と
き
は
、
第
９
号
様
式
の
 
 
氏
名
（
住

所
）
変
更
届
を
も
っ
て
、
速
や
か
に
教
育
長
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
専
従
許
可
）
 

第
２
２
条

 
職
員
は
、
登
録
を
受
け
た
職
員
団
体
の
役
員
と
し
て
当
該
職
員
団
体
の
業
務
に

認
の
申
請
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
原
則
と
し
て
当
該
自
己
啓
発
等
休
業

を
し
よ
う
と
す
る
期
間
の
始
ま
る
日
の
１
月
前
ま
で
に
、
自
己
啓
発
等
休

業
条
例
第
７
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
自
己
啓
発
等
休
業
の
期
間
の
延
長

の
申
請
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
原
則
と
し
て
現
に
承
認
を
受
け
て
い
る

自
己
啓
発
等
休
業
の
期
間
の
満
了
す
る
日
の
１
月
前
ま
で
に
、
第
７
号
様

式
の
１
５
に
よ
る
自
己
啓
発
等
休
業
承
認
申
請
書
を
教
育
委
員
会
に
提
出

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
略
 

（
自
己
啓
発
等
休
業
状
況
報
告
書
）
 

第
１
７
条
の
１
３

 
職
員
は
、
自
己
啓
発
等
休
業
条
例
第
９
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
大
学

等
課
程
の
履
修
又
は
国
際
貢
献
活
動
の
状
況
に
つ
い
て
報
告
し
よ
う
と
す

る
と
き
は
、
第
７
号
様
式
の
１
６
に
よ
る
自
己
啓
発
等
休
業
状
況
報
告
書
 

を
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
略
 

（
配
偶
者
同
行
休
業
の
承
認
申
請
）
 

第
１
７
条
の
１
４

 
職
員
は
、
職
員
の
配
偶
者
同
行
休
業
に
関
す
る
条
例
（
平
成
２
６
年
埼

玉
県
条
例
第
３
７
号
。
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
「
配
偶
者
同
行

休
業
」
と
い
う
。
）
第
２
条
の
規
定
に
よ
り
配
偶
者
同
行
休
業
の
承
認
の

申
請
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
原
則
と
し
て
当
該
配
偶
者
同
行
休
業
を
し

よ
う
と
す
る
期
間
の
始
ま
る
日
の
１
月
前
ま
で
に
、
配
偶
者
同
行
休
業
条

例
第
６
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
配
偶
者
同
行
休
業
の
期
間
の
延
長
の
申

請
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
原
則
と
し
て
現
に
承
認
を
受
け
て
い
る
配
偶

者
同
行
休
業
の
期
間
の
満
了
す
る
日
の
１
月
前
ま
で
に
、
第
７
号
様
式
の

１
７
に
よ
る
配
偶
者
同
行
休
業
承
認
申
請
書
を
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
配
偶
者
同
行
休
業
状
況
報
告
書
）
 

第
１
７
条
の
１
５

 
職
員
は
、
配
偶
者
同
行
休
業
条
例
第
８
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
配
偶

者
同
行
休
業
に
係
る
状
況
に
つ
い
て
報
告
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
第
７

号
様
式
の
１
８
に
よ
る
配
偶
者
同
行
休
業
状
況
報
告
書
を
教
育
委
員
会
に

提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

（
氏
名
、
住
所
等
の
変
更
）
 

第
２
０
条
 
職
員
は
、
氏
名
、
住
所
等
を
変
更
し
た
と
き
は
、
第
９
号
様
式
に
よ
る
氏
名
（
住

所
）
変
更
届
を
も
っ
て
、
速
や
か
に
教
育
長
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
専
従
許
可
）
 

第
２
２
条

 
職
員
は
、
登
録
を
受
け
た
職
員
団
体
の
役
員
と
し
て
当
該
職
員
団
体
の
業
務
に
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も
っ
ぱ
ら
従
事
す
る
た
め
、
地
方
公
務
員
法
第
５
５
条
の
２
第
１
項
た
だ
し
書
の

規
定
に
よ
る
許
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
第
１
１
号
様
式
に
よ
る
専
従
許

可
願
を
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
略
 

（
書
類
の
経
由
及
び
副
申
）
 

第
２
５
条

 
職
員
が
、
教
育
委
員
会
に
提
出
す
る
書
類
は
、
す
べ
て
校
長
を
経
由
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
略
 

 

専
ら

 
 
従
事
す
る
た
め
、
地
方
公
務
員
法
第
５
５
条
の
２
第
１
項
た
だ
し
書
の

規
定
に
よ
る
許
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
第
１
１
号
様
式
に
よ
る
専
従
許

可
願
を
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
略
 

（
書
類
の
経
由
及
び
副
申
）
 

第
２
５
条

 
職
員
が
、
教
育
委
員
会
に
提
出
す
る
書
類
は
、
全
て

 
校
長
を
経
由
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
略
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◇勤務管理システム及び病気休暇における要勤務日を算定する際に、いわゆ
るフレックス制を除外することについて 

 
１ 現状及び課題について 
１ 勤務管理システムについて 
（１）現状 

現在、上尾市では、各小・中学校に勤務管理システム（C4th）を導入し、勤務管理シ
ステム（C4th）上で休暇申請、出退勤記録、時間外在校等時間などを扱っている。ま
た、教職員から申請されたものについては、校長及び教育委員会が決裁して服務を管
理している。 

（２）課題 
   現在、勤務管理システム（C4th）上で管理するものと紙媒体で管理するものとで分

かれている。学校においては、電子媒体で管理するものなのか、それとも紙媒体で
管理するものなのかを正しく認識することが求められている。 

 
２ 病気休暇における要勤務日を算定する際に、いわゆるフレックス制を除外することに 

ついて 
（１）現状 
   現在、病気休暇の要勤務日算定については、いわゆるフレックス制に係る日数を除

外している。（※現在、上尾市では、いわゆるフレックス制は採用していない。） 
（２）課題 
   今後採用される予定である、いわゆるフレックス制について、正しく理解し、病気

休暇を申請する際は、要勤務日算定に誤りがないようにする。 
 

２ 検討の方針について 
１ 勤務管理システムについて 
  すでに、各小・中学校に勤務管理システム（C4th）を導入し、運用しているため、上
尾市立小・中学校職員服務規程の一部改定をする必要がある。 

 
２ 病気休暇における要勤務日を算定する際に、いわゆるフレックス制を除外することに 

ついて 
令和５年人事院から令和７年４月からの勤務時間を弾力的に振り分けることができる 

制度（いわゆるフレックス制）の拡大が勧告されたことを受け、県では、一般職員の勤
務時間、休暇等に関する法律の一部改正（令和７年４月施行）が行われた。 
 このことを受け、上尾市教育委員会では、上尾市小・中学校管理規則を一部改定し、教 

職員の申告を考慮して、勤務時間を割振る制度及び一定期間において、あらかじめ定め 
られた総勤務時間の範囲内で、日々の始業・終業時刻や勤務時間を調整できるようにし、 
教職員のワーク・ライフ・バランス及び働き方改革の推進を図っていく。このことに伴
い、病気休暇における要勤務日を算定する際、いわゆるフレックス制を除外するために、
上尾市立小・中学校職員服務規程の一部改定をする必要がある。 

 
３ 勤務管理システムの対応について 
すでに、各小・中学校に勤務管理システム（C4th）を導入し、運用している。具体的に

は、①出勤簿への押印が廃止 ②職務専念義務免除願、年次休暇簿、特別休暇簿（残全産
後休暇を除く）が電子申請・承認に変更されている。 

 

４ 病気休暇における要勤務日を算定する際に、いわゆるフレックス制を除外することの
対応について 
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 上尾市立小・中学校職員服務規程の一部改定後に病気休暇申請があった場合は、その

教職員がいわゆるフレックス制を活用しているかどうかを確認し、正しく事務処理する
ことが必要となる。 

 
５ 今後のスケジュールについて 
（１）９月定例教育委員会に議案提出 
（２）議決後、速やかに各学校に通知し、１０月１日から運用開始とする。 
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教 県 第 ５ ３ ８ 号 

令和７年８月２０日 

  

 各 市 町 村 教 育 委 員 会 教 育 長    

 各市町村立小・中・義務教育・特別支援学校長    

 各 県 立 学 校 長 

 各 教 育 事 務 所 長 

 

 

埼玉県教育委員会教育長（公印省略）  

 

 

令和８年度当初教職員人事異動方針について（通知）  

 

 標記の件について、別紙のとおり決定したので通知します。  

 なお、実施に当たっては、関係各機関の連携を密にし、協力して適正な人事を

行い、所期の目的が達成されるよう格段の御尽力をお願いします。また、貴管下

教職員にも、趣旨を周知徹底するよう御配意願います。  

様  

担当 県立学校人事課教員人事担当 

電話 ０４８（８３０）６７３８ 
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令和８年度当初教職員人事異動方針について  

 

 

  本委員会は、ここに令和８年度当初人事異動を推進するに当たり、教職員人   

 事異動の方針を次のとおり定め、その実現を期するものである。  

  その実施に当たっては、各市町村教育委員会をはじめ教育関係各位の積極的  

 な御協力を切望してやまない次第である。  

 

 

   令和７年８月２０日  

 

 

 

                           埼玉県教育委員会  
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令和８年度当初教職員人事異動方針 

  

１ 基本方針 

 

 「第４期埼玉県教育振興基本計画」を踏まえ、学校教育に対する県民の期待に応える

ため、以下に基づき、人事異動を推進する。 

 

(1) 本県教育界の活性化を図り、気風を刷新して教育効果を高めるため、人材を抜擢
てき

し、

適材を適時に適所に配置することを基本に異動を推進する。 

(2) 本県教育界の人材育成を期して、教職員の視野を広め職務経験を豊かにするための異

動を推進する。 

(3) 教育の機会均等を図るため、各学校の教職員組織の充実と均衡化に努め、地域差・学

校差を是正する。 

(4) 本県教育水準の向上を図るため、全県的視野から長期的展望に立って、計画的に選考、

異動を実施する。特に、市町村立小・中学校等（さいたま市立学校を除く。）の教職員

の人事異動については、市町村教育委員会の内申を尊重して行う。 

(5) 新規採用教職員については、人材育成の観点及び学校間の教職員組織の均衡を勘案し

て適切な配置に努める。 

(6) 役職定年後の教職員及び再任用職員については、豊かな経験を生かすとともに、調和

のとれた学校運営に資するため、全県的視野から適切な配置に努める。 

(7) 女性教職員の個々の能力、適性等を考慮し、管理職への積極的な登用に努める。 

(8) 障害のある教職員については、個々の障害の状況、能力、適性等を考慮し、適切な配

置に努める。 

 

 

２ 転任・転補 

  

(1) 魅力ある学校づくりを推進するため、教職員の特性、能力、勤務実績及び職務経験並

びに各学校の教職員構成及び地域社会との関係を考慮して、適材を適時に適所に配置す

る。 

(2) 人事異動に当たっては、教職員組織の充実を図るため、学校間の教職員の性別、年齢、

教科等の構成の均衡に配慮する。 

(3) 教職員の視野を広め職務経験を豊かにするとともに、学校の活力を高めるため、新規

採用後早期に複数校を経験するよう、積極的に異動を行う。 
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(4) 学校の気風の停滞を防ぐとともに、職務経験を豊かにするため、同一校勤続年数の長

い者については、積極的に異動を行う。 

(5) 校長、副校長、教頭、事務長等及び主幹教諭については、学校の活性化を図るため、

勤務の実績及び能力等を考慮し、広域的な異動を行う。 

 

 

３ 登用 

 

  校長、副校長、教頭、事務長等及び主幹教諭は、有資格者の中から、全県的視野の下

に真にその職に適する者を登用する。 

  また、女性教職員の管理職への積極的な登用に努めるとともに、若手教職員の管理職

への登用に努める。 

 

 

４ 人事交流 

 

 教職員の視野を広げ、教職員組織を活性化するため、小学校・中学校・義務教育学校・

高等学校・特別支援学校等との間の人事交流を積極的に行う。 
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                             教 小 第 ２ ５ ３ 号 

                                                         令和７年８月２７日 

 

 各 市 町 村 教 育 委 員 会 教 育 長  

 各市町村立小・中・義務教育・特別支援学校長  様 

  各 教 育 事 務 所 長 

 

 

                                                      埼玉県教育委員会教育長 

                                 

 

 

    令和８年度当初市町村立小・中学校等教職員人事異動方針細部事項 

    について（通知） 

 

 このことについて、別紙のとおり決定したので、通知します。 

 なお、実施に当たっては、「令和８年度当初教職員人事異動方針」に基づき各関係機

関との連携を密にし、協力して適正な人事を行い、所期の目的が達成されるよう格段の

御尽力をお願いします。 

 また、貴管下教職員にも、趣旨を周知徹底するよう御配意願います。 
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令和８年度当初市町村立小・中学校等教職員人事異動方針細部事項 
 
 令和８年度当初市町村立小・中学校等教職員人事異動は、「令和８年度当初教職員人事
異動方針」に基づき、次に掲げる各項目に従い実施する。 
 
１ 基本方針関係 
  (1) 新規採用教職員 
   新規採用教職員の配置については、採用候補者名簿に登載された者の中から、人

材育成の観点及び学校間の教職員組織の均衡を勘案して、全県的視野に立って行う。 
  (2) 再任用職員 
   再任用職員については、従前の勤務実績等に基づく選考により再任用する。 
   なお、再任用に当たっては、当分の間、退職時における勤務校を所管する市町村教

育委員会の管内への配置を原則とする。ただし、これにより難い場合は、広域的な  
異動により適切に配置を行う。 

 (3) 役職定年後の教職員 
   役職定年後の教職員は、当分の間、役職定年時における勤務校を所管する市町村

教育委員会の管内への配置を原則とする。ただし、これにより難い場合は、広域的な
異動により適切に配置を行う。 

 
２ 転任・転補関係 
  (1) 転任・転補については、教職員の意向を把握し、人事異動方針及び細部事項に基

づいて行う。 
  (2) 教職員の視野を広げ、職務経験を豊かにするため、市町村間の異動を積極的に行

うとともに、校種間の人事交流に努める。 
  (3) 次の教員（教頭及び主幹教諭を除く。）、事務職員、学校栄養職員については、原

則として異動を行わない。 
    ア 同一校在職３年未満の者 
    イ 産休・育休等を取得中及び妊娠中の者 
    ウ 休職中の者 
  (4) 経験豊かな教職員（教頭及び主幹教諭を除く。）の異動については、各学校の教職

員構成及び学校運営の適正化を図るため、計画的に推進する。 
     特に、教頭候補者名簿登載者の異動を積極的に行う。 
  (5) 事務職員については、職務経験等を考慮した計画的、積極的な異動を行う。 
     特に、事務主幹については、同一校に複数配置をすることのないよう異動を行う。 

 (6) 学校栄養職員については、配当定数並びに給食施設の設置、廃止及び改修に関す
る計画に留意しながら、単独実施校相互あるいは共同調理場相互の異動に限ること
なく、単独実施校と共同調理場との間での異動を積極的に推進する。 

  (7) 児童生徒数が少ない地域の学校における教職員組織の充実を図るため、それ以外
の地域の学校との交流に努める。 

 (8) 近年新設及び統合した学校については、将来一時的に異動が集中しないよう、長
期的展望をもって計画的な人事異動を行う。 

  (9) 新設校あるいは通学区域に変更等のある学校については、管理職を含めて教職員
組織の充実を図る。 

 (10) 新規採用の教員、事務職員及び学校栄養職員については、多様な経験を積ませ、
資質の向上を図るため、採用後６年以内に異動を行う。その際、原則として市町村間  

の異動を行う。 
 (11) 学校の気風の停滞を防ぐとともに、職務経験を豊かにするため、教員、事務職員

及び学校栄養職員は、同一校在職１０年以内に異動を行う。 
   特に、７年以上の者については、積極的に異動を行う。 
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 (12) 過員を調整するための異動については、優先して行う。 

特に、市町村間・教育事務所間、校種間の異動も含め、重点的に行う。 
     また、小・中学校間の異動については、資格及び特性等を考慮して行う。 
 (13) 管理職の異動については、学校の効率的運営と適正な管理が行われるよう、年齢・

経験年数・特性等を考慮して行う。 
     また、原則として、校長・教頭の同時異動は行わない。 
 (14) 地域差・学校差の是正を図るため、校種及び学校規模等を配慮し、市町村間・教育

事務所間の異動を行う。 
 (15) 魅力ある学校づくりを推進するために、市町村間の異動に努める。 
 (16) 小中学校９年間を一貫した教育の推進を図るために、小・中学校間の異動に努め

る。 
 (17) 女性教職員の異動については、個々の能力が十分に発揮できるよう配慮する。 

 (18) 障害のある教職員の異動については、個々の障害の状況、能力、適性等を考慮し
て行う。 

 (19) 教職員の心身の状況に応じて、可能な範囲で人事上の配慮を行う。 
 (20) 子育てや介護など、教職員の家庭状況に応じ、可能な範囲で人事上の配慮を行う。  
 
３ 登用関係 
  (1) 主幹教諭への登用は、教頭候補者名簿に登載された者の中から行う。 
   その際、他の市町村教育委員会管内及び他の教育事務所管内からの登用を積極的

に推進する。 
  (2) 管理職への登用は、校長・教頭候補者名簿に登載された者の中から行う。 
    その際、広域的視野から、他の市町村教育委員会管内及び他の教育事務所管内か  

らの登用を積極的に推進する。 
     なお、女性教職員の管理職への積極的な登用に努めるとともに、若手教職員の管  

理職への登用に努める。 
  
４ 人事交流関係 
    国立大学法人埼玉大学附属学校及びさいたま市立学校との人事交流については、埼
玉県教育委員会と関係機関が協議の上行う。 

 
５ その他 
 (1) 長期的展望に立った人事異動計画の立案と実施について 
   ア 市町村教育委員会及び校長は、各学校の教職員構成の適正化に配慮し、長期的展

望に立った人事異動計画を立案する。 
   イ 教育事務所長は、上記アの計画の具体化を進めるため、管内市町村教育委員会の

人事の実態や課題に基づき、市町村教育委員会の協力のもと、広域的な異動を推進
する。 

 (2) 退職 
  ア 定年退職については、職員の定年等に関する条例に定めるところによるものとす

る。 
   イ 勧奨退職については、学校職員勧奨退職取扱要綱に定めるところによるものとす

る。 
令和７年度、退職の勧奨は原則行わない。ただし、勧奨退職制度を廃止するもので

はないことから、退職を願い出た者の中で、当該制度の趣旨に沿う場合には柔軟に

対応する。 
   なお、学校職員勧奨退職取扱要綱第２の「教育長が定める期日」は、令和７年１２

月８日とする。 
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 (3) 降任 

  ア 管理職の希望による降任については、「校長、副校長及び教頭の希望による降任  
制度実施要綱」に基づき行う。 

  イ 主幹教諭の希望による降任については、「校長、副校長及び教頭の希望による降    
  任制度実施要綱」に準じて行う。 
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令和８年度当初教職員人事異動の方針 

上尾市教育委員会  

１ 基本方針  

 

埼玉県教育委員会の「令和８年度当初教職員人事異動方針について」に基づ

き、適正な異動を推進する。 

  

（１）本市教育界の活性化を図り、気風を刷新して教育効果を高めるため、人材

を抜擢
てき

し、適材を適時に適所に配置することを基本に異動を推進する。 

（２）本市教育界の人材育成を期して、教職員の視野を広め職務経験を豊かにす

るための異動を推進する。 

（３）教育の機会均等を図るため、各学校の教職員組織の充実と均衡化に努め、

地域差・学校差を是正する。 

（４）本市教育水準の向上を図るため、全市的視野から長期的展望に立って、計

画的に異動を実施する。 

（５）新規採用教職員については、人材育成の観点及び学校間の教職員組織の均

衡を勘案して適切な配置に努める。  

（６）役職定年後の教職員及び再任用職員については、豊かな経験を生かすとと

もに、調和のとれた学校運営に資するため、全市的視野から適切な配置に努

める。 

 

 

２ 退職 

 

（１）定年退職については、職員の定年等に関する条例の定めるところによるも

のとする。 

（２）勧奨退職については、学校職員勧奨退職取扱要綱に定めるところによるも

のとする。  

    令和７年度、退職の勧奨は原則行わない。ただし、勧奨退職制度を廃止す

るものではないことから、退職を願い出た者の中で、当該制度の趣旨に沿う

場合には柔軟に対応する。 
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３ 転任・転補 

 

（１）魅力ある学校づくりを推進するため、教職員の特性、能力、勤務実績及び

職務経験並びに各学校の教職員構成及び地域社会との関係を考慮して、適材

を適時に適所に配置する。 

（２）人事異動にあたっては、教職員組織の充実を図るため、学校間の教職員の

性別、年齢、教科等の構成の均衡に配慮する。 

（３）次の教員（教頭及び主幹教諭を除く。）、事務職員、学校栄養職員につい

ては、原則として異動を行わない。 

  ア 同一校在職３年未満の者 

  イ 産休・育休等を取得中及び妊娠中の者 

  ウ 休職中の者 

（４）新採用の教員、事務職員及び学校栄養職員については、多様な経験を積ま

せ、資質の向上を図るため、採用後６年以内に異動を行う。その際、原則と

して市町村間の異動を行う。 

（５）学校の気風の停滞を防ぐとともに、職務経験を豊かにするため、教員、事務

職員及び学校栄養職員は、同一校在職１０年以内に異動を行う。特に、７年以

上の者については、積極的に異動を行う。 

（６）過員を調整するための異動については、優先して行う。また、小・中学校

間の異動については、資格及び特性等を考慮して行う。 

（７）管理職の異動については、学校の効率的運営と適正な管理が行われるよう、

年齢・経験年数・特性等を考慮して行う。また、原則として、校長・教頭の同

時異動は行わない。 

（８）女性教職員の異動については、個々の能力が十分に発揮できるよう配慮す

る。 

（９）障害のある教職員の異動については、個々の障害の状況、能力、適性等を考

慮して行う。 

（10）教職員の心身の状況に応じて、可能な範囲で人事上の配慮を行う。 

（11）子育てや介護など、教職員の家庭状況に応じ、可能な範囲で人事上の配慮

を行う。 
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